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計画の進行管理第１章

資　料　編1 施策や事業への取組

2 環境指標による点検・評価

3 環境審議会での点検・評価

4 環境白書等による公表 平成26年度「群馬県環境基本計画2011-2015」進捗状況調査結果
環境問題に関する県民意識アンケート
群馬県環境審議会委員名簿
群馬県環境基本計画策定の経過
群馬県環境基本条例
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　良好な環境の保全と創造に資する施策や事業は、県のそれぞれの担当部局が中心となり、その推進に

努めます。また、その実施状況については、効果的な環境保全施策の推進を図ることを目的に、環境マ

ネジメントシステムなどの手法を活用して、PDCAサイクル（Plan：計画、Do：実行、Check：評価、

Action：見直し )により、毎年点検・評価します。

　同時に、県自らが消費者、事業者として率先して環境に配慮した消費行動、事業活動を実践します。

　実施した施策や事業がどの程度効果を発揮しているかについて、できるだけ客観的に評価するため、

施策の実施状況等を数値で表すことのできる主要な項目を計画目標として設定し、これらの推移を見る

ことによって、実施した施策の効果を間接的に把握します。

　環境の観点から専門的かつ客観的な点検・評価を行うため、上記の点検・評価の結果を環境審議会に

報告します。

　計画目標の達成状況や事業の実施状況について点検・評価し、その結果は環境白書や県ホームページ

で毎年公表します。
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※各構成比の合計は、四捨五入の関係で100％にならないところがある。

平成26年度
「群馬県環境基本計画2011-2015」

進捗状況調査結果

1 調査概要

2 事業評価の集計結果
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（１）調査目的

　「群馬県環境基本計画2011-2015」に定める施策展開の方向ごとに、個別事業の実施状況、環境指

標の状況、目標の達成状況を経年的に把握、点検することにより、今後の施策事業の効果的な推進や基

本計画の見直しに役立たせるとともに、本県環境行政に対する県民の理解を促進することを目的として

います。

（２）調査対象事業及び調査対象年度

　調査対象事業は、環境基本計画の体系に基づく環境関連施策126事業（再掲事業を含む）について、

平成26（2014）年度の実績を調査したものです。

（３）調査年月　平成27(2015) 年７月

（４）調査方法

　下記①～③について、各事業担当課が進捗点検調査票を作成することにより実施しました。

①各事業に関しての現状認識・事業内容・事業実績・課題・今後の方針

②事業評価（事業の必要性・貢献度・成果指標の傾向・事業の手法効率性の４区分に係る自己評価）

③環境の状態・環境への負荷・行政施策を表す各指標・関連データの推移

※平成23(2011) 年度～25(2013) 年度の進捗状況調査結果については、県ホームページに掲載して

　います。

http://www.pref.gunma.jp/04/e0110021.html

【事業の必要性に対する自己評価】

　・必要性が増している事業は31.7％、従来どおり必要性が求められている事業は68.3％です。

 

【将来像の実現、目標に対する貢献度に対する自己評価】

　・予定を上回る効果、ほぼ予定どおりの効果を発揮している事業は85.7％です。

　・予定を下回る効果の事業が2.4％です。

【成果・活動指標の傾向評価】

　・全体として目標に向かっている事業は40.5％です。

　・全体として厳しい状況にある事業（悪化傾向）は4.8％です。

【事業の手法・効率性に対する自己評価】

　・概ね妥当と考える事業は83.3％です。

　・大幅な見直しが必要な事業は1.6％です。

４区分に係る事業評価（自己評価）は、次のようになっています。
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事業数 1123151115201701

構成比% 9.59.58.115.674.929.57.464.928.118.852.148.85

事業数 11 21 1 27 1 3 11 5 16 25 6 1

構成比% 34.4 65.6 3.1 84.4 3.1 9.4 34.4 15.6 50.0 78.1 18.8 3.1

事業数 11 24 1 30 4 13 22 34 1

構成比% 31.4 68.6 2.9 85.7 11.4 37.1 62.9 97.1 2.9

事業数 321114141312

構成比% 0.020.083.377.627.63.397.683.31

事業数 6 21 1 24 2 12 15 21 6

構成比% 22.2 77.8 3.7 88.9 7.4 44.4 55.6 77.8 22.2

事業数 40 86 3 105 3 15 51 6 69 105 18 2 1

構成比% 31.7 68.3 2.4 83.3 2.4 11.9 40.5 4.8 54.8 83.3 14.3 1.6 0.8
　　　　計  （126事業）

５ 全ての主体が参加する環
境保全の取り組み （27）

将来像の実現、目標に対する貢献度 成果･活動指標の傾向評価

４ 持続可能な循環型社会づ
くり （15）

事業の手法・効率性

１ 地球温暖化の防止 （17）

２ 生物多様性の保全 （32）

３ 生活環境の保全と創造
（35）

  　　　　　　　　　　　　事業評価
施策展開の方向

事業の必要性
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